
 （陳受７第２号）  

 「刑事訴訟法における再審規定（再審法）の改正を求める意見書」の国への提出

を求める陳情  
 

受理年月日  
 

 

令和７年６月２日  
 

 

陳   情   者  
 

国分寺市光町１－ 40－２  北多摩西会館２Ｆ  

日本国民救援会三多摩総支部内  

三鷹事件の真相を究明し、語り継ぐ会  代表世話人  古川  啓  

ほか１団体  

陳   情   の   要   旨  

罪を犯していない人が、誤った捜査、裁判によって自由を奪われ、仕事や家庭を

失い、甚だしい場合は死刑によって生命さえ奪われる。冤罪は、最大の人権侵害で

あり、速やかに救済されなければなりません。  

再審とは、罪を犯していない冤罪被害者を救済するために、一定の要件の下で裁

判のやり直しを認める制度です。その手続を定めた法律が刑事訴訟法中の「第４編  

再審（第 435条～第 453条）」であり、再審法と呼ばれていますが、僅か 19条しかな

く、冤罪被害者救済の最終手段であるにもかかわらず、 1949年（昭和 24年）に現行

刑事訴訟法が施行されて 75年以上経過するも一度も改正されず、様々な問題が生じ

ています。  

特に大きな問題となっているのが、再審における証拠開示です。再審請求では、

無実を主張する請求人と弁護側から新規、明白な無実の証拠を提出することが法的

に求められていますが、証拠のほとんどは強制捜査権を持つ警察、検察の手中にあ

る上に、それら証拠を開示する義務はないとして、無実の証拠が隠されたまま有罪

判決が確定する事例も多数存在しています。  

2024年９月静岡地方裁判所で再審無罪判決が確定した袴田事件では、無罪の決め

手となった証拠は再審を申し立ててから 29年後となる 2010年まで隠されていまし

た。  

このようなことが許されるのは、再審における証拠開示について何一つルールが

ないからです。  

さらに、再審開始決定に対する検察官の不服申立てにより、冤罪被害者救済に遅

滞が生ずる事態となっています。近年では、再審開始決定を認める裁判所の決定に

対して、検察官が最高裁へ特別抗告を行い、その結果、長期間にわたって再審開始

決定が確定しない状況になった事件が複数あります（松橋事件、大崎事件、湖東記

念病院事件など）。  

再審事件の長期化は冤罪被害者本人や本人親族らの高齢化にも直結し、場合に

よっては再審公判の決定を待たずに死亡に至るケースもあります。冤罪被害者の早

期救済を実現するためにも、検察官の不服申立ての在り方を検討し、是正する必要

があります。  

以上のことから、武蔵野市議会が、下記の事項を含んだ「刑事訴訟法における再

審規定（再審法）の改正を求める意見書」を、国に対し提出することを求め陳情い

たします。  

 



 

記  

 

 １  再審請求手続における証拠開示の制度化を図ること。  

 ２  再審開始決定に対する検察の不服申立てについて見直しを図ること。  

 ３  再審における手続の整備を図ること。  

 ４  議員立法にて早急に成立を図ること。  

 


